













Importance and Problems of Assistance for Visitation




 This paper examines the issue of assistance for visitation after separation/divorce. Some groups in Japan 
are initiating actions to assist visitation. In Germany, the visitation with the assistance of a third party was 
provided by Article 1684 of the German Civil Code in 1997. Since then, the German government has 
made “German standards for visitation assistance,” the aim of which is to provide the standards for judges 
and assistants. In Part (1), I have investigated the actual situation of such assistance in Japan. Following 
the investigation of Part (1), Part (2) discusses over what is needed to develop the assistance for visitation 
in Japan by analyzing the practice in Germany.
キーワード：離婚法、子の福祉、面会交流援助、ドイツ民法1684条、付添い交流に関するドイ
ツ基準
Keywords : divorce law, welfare of the child, assistance for visitation, Article 1684 of the German Civil 
Code, German standards for visitation assistance











　 2 ．FLC 面会交流部門：Vi-Project
　　（ 1 ）　事業の歩み
































































20）	 Siegfried Willutzki,	Betreuter	Umgang─eine	Hilfe	 für	Kinder	 im	Elternstreit,	 in:	Klinkhammer/Prinz/Klotmann (Hrsg.),	Handbuch	
Begleiteter	Umgang─Pädagogische,	psychologische	und	rechtliche	Aspekte,	2.	Aufl.,	Bundesanzeiger	Verlag	Köln,	2011,	S.	58.	
21）	 Siegfried Willutzki,	a.	a.	O.	（Fn.	20）,	S.	59.




































22）	 http://www.dksb.de（2012年11月 7 日確認）
23）	 Leidbild	des	Deutschen	Kinderschutzbundes（DKSB パンフレット）











































28）	 Bundesministerium für Familie, Senioren, Frauen, und Jugend (Hrsg.),	Deutsche	Standards	zum	begleiteten	Umgang─Empfehlungen	für	die	
Praxis,	C.	H.	Beck.	München,	2008,	S.	157;	Mechtild Gödde/Wassilios E. Fthenakis,	Die	“Deutschen	Standards”	als	Bezugspunkt	für	die	





こ れ ら の 国 々 の 詳 細 に つ い て は、Mechtild Gödde,	Auswertung	internationaler	Erfahrungen	und	der	Entwicklung	in	Deutchland:	
Grundlagen	und	Ziele	des	begleiteten	Umgangs,	in:	W. E. Fthenakis(Hrsg.),	a.	a.	O.	（Fn.	28）,	S.	103ff.
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きとの意見が出された
31）








作業会議（2002年 9 月 5 日～ 6 日）を通して、新しい提案・検討課題が浮かび上がってきた。
（ 3）　基準の完成
　上述の各会議の議論を反映し、暫定基準の改訂が進められた。たとえば、上記（ 2 ）の①②グル















議会の2007年 7 月 4 日の共同会議で採択に至った。
3 ．基準の具体的内容とその運用
　それでは次に、完成された「付添い交流に関するドイツ基準」の具体的内容とその運用実態につ
いて見ていくこととする。基準は全165頁に及び、「基準への入門」（第 1 章）「給付の説明」（第 2




32）	 Bundesministerium für Familie, Senioren, Frauen, und Jugend (Hrsg.),	a.	a.	O.	（Fn.	28）,	S.	15ff.









































年援助の枠内で、パートナー関係の諸問題に関する助言を求める権利を有する」と規定する社会法典第 8 編17条 1 項に基づく相
談から認識されることもある。高橋由紀子「ドイツの交流権行使と支援制度」帝京法学26巻 2 号89頁参照。
37）	 Siegfried Willutzki,	a.	a.	O.	（Fn.	20）,	S.	61.	また、ハイデルベルク市一般社会サービス部長 Günter	Wottke 氏およびハイデルベルク児
童保護連盟 Maria	Fried 氏へのヒアリング（2012年 3 月19日）、ウルム／ノイウルム児童保護連盟長 Lothar	Steurer 氏へのヒアリン
グ（2012年 3 月21日）による。









































38）	 Bundesministerium für Familie, Senioren, Frauen, und Jugend (Hrsg.),	a.	a.	O.	（Fn.	28）,	S.	21	f.,	122f.
39）	 Bundesministerium für Familie, Senioren, Frauen, und Jugend (Hrsg.),	a.	a.	O.	（Fn.	28）,	S.	22,	122f.
40）	 Mechtild Gödde,	a.	a.	O.	（Fn.	30）,	S.	136.




介入レベル 弱 中 強
援助の種類 援助つき交流 狭義の付添い交流 監督つき交流




















期　　間 3 ～ 6 か月 6 ～12か月 12か月以上
援助提供者 専門職員（調整および相談業務）養成教育を受けたボランティア職員（付添い） 専門職員

























43）	 Siegfried Willutzki,	a.	a.	O.	（Fn.	20）,	S.	61.	また、ハイデルベルク市一般社会サービス部長 Günter	Wottke 氏およびハイデルベルク児
童保護連盟 Maria	Fried 氏へのヒアリング（2012年 3 月19日）、ウルム／ノイウルム児童保護連盟長 Lothar	Steurer 氏へのヒアリン
グ（2012年 3 月21日）、フライブルク児童保護連盟研修生 Jasmin	Beathalter 氏へのヒアリング（2012年 3 月26日）による。





































い終了後に相談のみが 2 ～ 3 か月にわたり継続されることも珍しくない。





46）	 Bundesministerium für Familie, Senioren, Frauen, und Jugend (Hrsg.),	a.	a.	O.	（Fn.	28）,	S.	38.
47）	 Deutcher Kinderschutzbund Bundesverband e.V.,	a.	a.	O.	（Fn.	24）,	S.	12ff.		DKSB のボランティア職員としては、ドイツ基準に掲げら
れている背景を有する者に限らず、このような養成コースを経た歯科医や子育てをしている主婦なども関わっている。フライブ
ルク児童保護連盟研修生 Jasmin	Beathalter 氏へのヒアリング（2012年 3 月26日）による。










































て子の、自由な意思決定に基づく同意を得てのみ行うことができる（社会法典第10編67条 b 第 2 項
51）	ハイデルベルク児童保護連盟 Maria	Fried 氏へのヒアリング（2012年 3 月23日）、およびフライブルク児童保護連盟研修生 Jasmin	
Beathalter 氏へのヒアリング（2012年 3 月26日）による。
52）	 Ulsula Klotmann,	a.	a.	O.	（Fn.	45）,	S.	144ff.;	155f.
53）	前掲注43）の各氏へのヒアリングによる。
54）	ウルム／ノイウルム児童保護連盟長の Lothar	Steurer 氏へのヒアリング（2012年 3 月21日）による。なお、付添い交流の現場にお
いて面会交流権者の90% 以上が父親である点は、日本と変わらないようである。前掲注43）の各氏へのヒアリングによる。
55）	 Bundesministerium für Familie, Senioren, Frauen, und Jugend (Hrsg.),	a.	a.	O.	（Fn.	28）,	S.	34f.
















・通常、14日ごとに 2 ～ 3 時間。
・乳児の場合、毎週 1 時間。
終了段階
・両親の取決めに関しては、60～90分ずつの 3 ～ 6 回の期
日が必要（内、 2 期日までは両親共同での期日）。
・援助終了後 3 か月以内は各親につき 4 ～ 6 週間ごとの60
～90分ずつの 2 ～ 3 回にわたる相談期日を推奨。
場合に応じ、引渡し時のみの付添い。
























56）	 Bundesministerium für Familie, Senioren, Frauen, und Jugend (Hrsg.),	a.	a.	O.	（Fn.	28）,	S.	35.
57）	前掲注43）の各氏へのヒアリングによる。























に対する高い保護責任が求められる（社会法典第 8 編 8 条 a）。そのため、決定過程において、段階
的手続が採られる。段階的手続とは、家事・非訟事件手続法156条 3 項による保全処分を命じる決定
と短期の介入過程を繰り返すことによって、最終的に子の福祉に適う決定を出す仕組みである。短

















62）	 Bundesministerium für Familie, Senioren, Frauen, und Jugend (Hrsg.),	a.	a.	O.	（Fn.	28）,	S.	29,	35f.,	48f.
63）	 Bundesministerium für Familie, Senioren, Frauen, und Jugend (Hrsg.),	a.	a.	O.	（Fn.	28）,	S.	51f.,	66f.,	104f. ; 	Mechtild	Gödde,	
Indikationsspezifische	Strategien,	in:	W. E. Fthenakis(Hrsg.),	a.	a.	O.	（Fn.	28）,	S.	244ff.



























































































65）	 Deutscher Kinderschutzbund Ortsverband Ulm/Neu Ulm e.V.,	Leistungs-und	Entgeltvereinbarung	（Begleiteter	Umgang）	zwischen	dem	
örtlichen	Träger	der	Jugendhilfe	und	dem	Träger	Deutscher	Kinderschutzbund	Ortsverband	Ulm/Neu	Ulm	e.V.
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計画が採られる場合に、付添い終了後に相談のみが 2 ～ 3 か月にわたり継続されることもある。 2
週間に 1 度というドイツの面会交流の頻度は、わが国の実務状況には沿わず、また援助団体の数や
規模の観点からも難しいと思われる。ただ、FPIC 大阪ファミリー相談室と Vi-Project の取組みから
わかるように、それぞれの理念に基づく付添い交流に応じた形で、相談面での支援を今後も充実さ
せていくことが考えられる。Vi-Project では、2012年 4 月よりフォローカウンセリングを提供してい
66）	 http://www.dksb.de（2012年11月 7 日確認）









































70）	ハイデルベルク児童保護連盟 Maria	Fried 氏へのヒアリング（2012年 3 月19日）による。
国際公共政策研究  第17巻第 2 号64
約 1 年 8 か月間会っていないことを考慮して面会交流の時間と頻度につき段階的な増加を定めた大
阪高裁平成22年 7 月23日決定
71）
は、段階的構造を採ったものとして注目すべき決定であろう。ただ、
平田教授の指摘にもあるように
72）
、このように一度の決定で 3 年にわたる計画を定める場合、ドイツ
での段階的手続のようにその都度の状況を見ながらの裁判所の再判断は組み込まれていないので、
家裁査調査官による調査結果等を計画に反映させていくことが望まれる。ドイツの段階的手続の制
度からは、面会交流を行うにあたって、ただそれを前へ前へと進める援助が期待されるのではなく、
その前提として子の福祉を幾重にも保護しておくことが重要であることを再認識する。
	 （完）
〔付記〕	 本稿脱稿後、遠藤隆幸「面会交流の第三者関与─ドイツ法を素材として」田井義信編『民法学の
現在と近未来』（法律文化社、2012）314-328頁に接した。なお本稿は、平成23-24年度科学研究費
補助金（特別研究員奨励費：課題番号11J03851）による研究成果の一部である。
71）	家月63巻 3 号81頁。
72）	平田厚「面会交流の時間と頻度につき段階的な増加を定めた事例」民商144巻 4・5 号（2011）567頁。
